※技術資料の様式（電子データ）は、那覇港湾・空港整備事務所ＨＰより入手できます。

http://www.dc.ogb.go.jp/nahakou/　　　入札・契約関連情報→入札公告

（様式－１－１）
	競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書（１）
                                                          平成　　年　　月　　日
　沖縄総合事務局
　　那覇港湾・空港整備事務所長　殿
                                            建設業許可番号○○－○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業者コード　○○○○○○
                                            住所　〒○○○　○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　○○○○○○
                                            代表者氏名　○○
                                            担当者氏名　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　○○○－○○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mailｱﾄﾞﾚｽ   ○○＠○○．○○．○○
                                          　注）電子入札方式による場合は、印は不要
　平成１９年９月２８日付けで公告がありました「那覇港湾・空港整備事務所庁舎改修工事」に係る競争参加資格について確認されたく下記の書類を添えて申請します｡
　申請書及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
                                     記
  １．競争参加資格４．(1)(2)(3)(7)(8)(10)(11)に定める事項（様式1-2参照）
　２．入札説明書８．(4)①に定める施工実績を記載した書面
　３．入札説明書８．(4)②に定める配置予定の技術者の資格等を記載した書面
　４．入札説明書８．(4)③に定める契約書の写し。ただし、(財)日本建設情報総合センターの「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されている場合は不要。

　５．入札説明書８．(4)④に定める施工計画を記載した書面
  ６．入札説明書８．(4)⑤に定める安全管理の状況を記載した書面
  ７．入札説明書８．(4)⑥に定める工事成績・表彰を記載した書面


（様式－１－２）
	競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書(２)
                                                          平成　　年　　月　　日
４．競争参加資格 （記入例）
  (1) 予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。
　　 【該当していない】     
　　　予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。
　　 【該当していない】　　                 
  (2) Ｄ等級の一般競争参加資格の認定を受けていること。
　　 【建築工事：Ｃ等級又はＤ等級】
  (3) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者でないこと等
　　 【申立てしていない】
　(7) 競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に指名停止を受けていないこと。
     【指名停止期間中でない】
  (8) 工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連　　　がある建設業者でないこと｡　
     【関連はない】
 (10) 沖縄本島内に建設業法に基づく本店・支店又は営業所が所在すること。
      【様式1-1の商号及び住所のとおり】
名称

住所

注)本店・営業所等を記載する　
 (11) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも　　　のとして、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している　　　者でないこと。
      【該当していない】　


（様式－２）
（用紙Ａ４）
同種工事の施工実績
 会社名　                       　
	同種工事の条件
	平成４年４月１日以降に､元請けとして完成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同種工事の施工実績を有すること。（共同企業体の構成員として実績は､出資比率２０％以上の場合のものに限る｡）
　同種工事：次の(ｱ)(ｲ)の要件を満たす新営、改修、増築工事を施工した実績を有すること。

(ｱ)構造・階数　鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋

コンクリート造
(ｲ)建物規模　延べ面積　300m2以上

　経常建設共同企業体にあっては、構成員のうち１社以上が上記の施工実績を有すること。

	 工
 事
 名
 称
 等
	  工事名称
	 CORINS登録　有・無　（ CORINS番号、工種  ）

	
	  発注機関名
	 沖縄総合事務局・他省庁・公団・都道府県・市町村等

	
	  施工場所
	   （都道府県・市町村名）

	
	  契約金額
	     百万円

	
	  工期
	 平成　　年　月　日　～　平成　　年　月　日

	
	  受注形態等
	 ・単体／共同企業体（出資比率％）　　・オーナー ／ サブ

	
	  工事成績点
	 ○○点

	 工
 事
 概
 要
	  構造・形式
	

	
	  規模・寸法等
	 ・○○工事　　○○ｍ×○○ｍ

	
	  使用機材・数量
	

	
	  施工条件
	 ・地形地質条件、施工方法

	その他
	


　　注）1) 掲示において明示した資格があると判断できる必要最小限の項目を記入すること。
　  　　2) 記載する工事をＣＯＲＩＮＳに登録している場合は、竣工時工事カルテ受領書の写しを添付すること。
  　 　 3) 記載する工事がＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書の写し等、工事内容（実績）が証明できる資料等の写しを添付すること。
      　4) 当該施工実績が平成13年４月１日以降に係るものについては、工事成績評定通知書の写しを添付すること。

（様式－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（用紙Ａ４）
主任（監理）技術者等の資格・工事経験
 会社名　                       　
	 　（ふりがな）
 配置予定技術者の氏名
	　（主任・監理）技術者    　　○○　○○

	 最　終　学　歴
	  ○○大学　○○工学科　○○年卒業

	 法令による資格・免許
  （証明する書類の写しを
　　添付すること。）
	　一級土木施工管理技士（取得年月、登録番号）
　監理技術者資格 （取得年月、登録番号及び登録会社）
  監理技術者講習（取得年月、修了証番号）

	 工事経験の条件
（同種工事の施工実績と異なる場合があるので、確認の上作成すること。）
	  平成４年４月１日以降過去に元請けとして完成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同種工事に従事した経験を有すること。（共同企業体の構成員としての経験は、出資比率２０％以上の場合のものに限る。）
　　同種工事：次の(ｱ)(ｲ)の要件を満たす新営、改修、増築工事を施工した実績を有すること。

(ｱ)構造・階数　鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造で地上１階以上

(ｲ)建物規模　延べ面積　500m2以上
経常建設共同企業体にあっては、構成員のうち１社の主任（監理技術者が上記の同種工事の施工経験を有していればよい。

	工事の
経験の
概要
	 工事名
	

	
	 発注機関名
	

	
	 施工場所
	  （都道府県・市町村名）

	
	 契約金額
	

	
	 工期
	  平成　　年　月　日　～　平成　　年　月　日

	
	 工事受注形態等
	  単体／○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）

	
	 工事成績点
	  ○○点

	
	 従事役職
	現場代理人、主任技術者、監理技術者、その他の従事役職を記入

	
	工
事
内
容
	構造形式
	・護岸工　○○○○㎡

	
	
	仮設工法構造等
	・

	
	
	主要資機材数量
	・コンクリート　○○○ｍ3　・ブロック　　　○○○個

	
	
	 施工条件
	・地形地質条件　・施工方法

	
	 CORINS登録 の有無
	　有（CORINS登録番号）  ・無

	申請時における他工事の従事状況等
	 工事名
	

	
	 発注機関名
	

	
	 工期
	  平成　　年　月　日　～　平成　　年　月　日

	
	 従事役職
	現場代理人、主任技術者、監理技術者、その他の従事役職を記入

	
	 本工事と重複する
 場合の対応措置
	  例１）本工事に着手する前の○月○日に工期が完了するため本工事に従事可能
  　例２）現在、現場代理人（担当技術者）なので変更を行い本工事着手日までに従事可能

	
	 CORINS登録の有無
	  有（CORINS登録番号）  ・無

	重複申請の有無
	        重複申請工事名
	          提出日・提出先

	
	
	


注）1) 掲示において明示した資格があることを判断できる必要最小限の項目を記入すること。
　  2) 申請時における他工事の従事状況のうち重複する場合の対応措置の理由は、配置予定技術者が専任で本工事に配置できることがわかるように記入するものとする。また、それが確認できる資料を添付するものとする。
    3) 鋼橋上部における配置予定技術者は、架設時における配置予定技術者を記入する。
    4) 「工事経験の概要」の工事をCORINSに登録している場合は、竣工時工事カルテ受領書の写しを添付すること。
　  5) 「工事経験の概要」の工事がCORINSに登録されていない場合は、契約書の写し、従事していた工事内容が証明できる資料等の写しを添付するものとする。
    6) 複数名申請する場合は、技術者毎に各々記入して下さい。
    7) 配置予定技術者を監理技術者とする場合は、監理技術者資格者証の写し（裏表）及び監理技術者講習修了証の写しを添付すること。
    8) 重複申請する場合は、工事名等を記入して下さい。（※CORINSの受注時又は途中変更時工事カルテ受領書の写しを添付す ること。）
    9) 経験した工事が平成13年４月１日以降に係るものについては、工事成績評定通知書の写しを添付すること。
 　10) 直接かつ恒常的な雇用が証明できる資料を添付すること。（雇用関係が３ヶ月未満の場合は別途理由書を添付すること｡）なお、監理技術者証で確認できる場合は不要である。

（様式－４）
（用紙Ａ４）
施工上の課題に対する技術的所見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工事名：那覇港湾・空港整備事務所庁舎改修工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	 ■施工上の課題
	　環境対策（騒音・振動対策）


	項　　目
	具　体　的　な　施　工　計　画

	 施工上の課題の概要

	　撤去工事や旧受変電室改修工事で発生する騒音・振動など工事に伴う執務室内の環境悪化が想定される。よってこれらに対応した対策が課題としてあげられる。
※Ａ４　１枚に記載すること。

	 課題に対する技術的所見
	※説明の補足として、図面等を添付しても良い。
   （但し、Ａ４、１枚以内）


（様式－６）
（用紙Ａ４）
安全管理の状況
 会社名　                       　
	    ・過去１年間の沖縄県内における事故状況
 　　死亡事故、営業停止、刑事罰及び文書注意等の有無がわかる様に記入すること。


（様式－７）
（用紙Ａ４）
工事成績、表彰
 会社名　                       　
	 ・工事成績
　沖縄総合事務局開発建設部管内での過去５年間(平成１４・１５・１６・１７・１８年度)の工事成績
　　　※年度、工事名を記入すること。
      ※記載した工事の工事成績評定通知書の写しを添付すること。
　・表彰の有無
　沖縄総合事務局開発建設部管内での過去３年間の優良業者表彰及び優秀技術者表彰の受賞（平成１６・１７・１８年度の完成工事で、表彰を平成１７・１８・１９年度に受けたもの）の有無
  　　※優良業者表彰（工事名、工種［○○］を記入すること。）
　　　※優秀技術者表彰（技術者名、工事名を記入すること。）
    　　ただし、優秀技術者表彰は、当該工事の配置予定技術者（主任技術者等）が表彰を受けた場合に限る。
    　※記載した優良企業又は優秀技術者に係る表彰状の写しを添付すること。
　・低入札工事の工事成績等
　　沖縄総合事務局開発建設部管内における平成１８年度以降の低入札工事の工事成績。（記述方法任意）
      ※受注年度、工事名を記入すること。
      ※記載した低入札工事の工事成績評定通知書の写しを添付すること。
    貴社が現在、受注している沖縄総合事務局那覇港湾・空港整備事務所発注工事における低入札工事の有・無（記述方法任意）
　　　※手持ちの低入札工事が１件も無い場合は、その旨記入。
　　　※手持ちの低入札工事がある場合は、全ての低入札工事名及び工期を記入。


（様式－８）
（用紙Ａ４）
資料（郵送・持参）確認書
                                             住　所
                                             会社名
                                             代表者
                                             担当者
                                             連絡先
	     工　事　名
	   ○○○工事

	  郵送・持参年月日
	   平成　　年　　月　　日（　　）に（　郵送・持参　）します。

	  郵送・持参理由
	   提出資料等の容量が１ＭＢを超えるため。

	  郵送・持参書類目録
（各目録ごとにペー　　ジ数を記入して下　　さい。）
	 （記載例）
  １．技術資料              ○枚
  ２．監理技術者証の写し　　○枚
  ３．図面等の写し          ○枚
       ･････
       ･････
       ･････
       計                   ○枚　

	 ※郵送又は持参する場合にも、この様式に必要事項を記入したものを電子入札システムにより送信してください。    　
※提出資料の容量等が１ＭＢを超える場合は、原則必要書類の一式を郵送又は持参してください。
※郵送するか持参する旨がわかるように、郵送・持参年月日の項目の該当する語句を訂正等してください。


